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対象エリア 岩崎台 五色園 日東東山 南ケ丘
有効サンプル数 253 351 211 164
日進市認定空家率  0.59％ 2.17％ 2.30％ 3.08％
住民の空家認知度  32.1％ 65.6％ 56.9％ 62.8％











































































Sample Size 969 968
Log Likelihood －448.2 －450.5
注1）表中の上段の数値は限界効果，下段（　）内の数値はz値を表す。
注2）***は1％水準で，**は5％水準で，*は10％水準で推定係数が有意であることを意味する。
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ターは空家の認知度である。居住地に危険（迷惑）な空家を認知している人ほど空家条例の認知度は
高くなり（具体的には約0.2％高くなる），その信頼性は地域特性をコントロールした上でも1％水
準である14）。また，危険（迷惑）とは言えないが空家があると認知している人ほど空家条例の認知度
は高くなり（具体的には約0.12％高くなる），その信頼性も1％水準である。すなわち，居住エリア
に空家があると認識している人が空家条例の制定について知っており，空家の存在の危険性（迷惑度）
が高まるほど，空家条例を認知する傾向が高くなっている。居住エリアに危険性（迷惑度）の高い空
家があり，その対処法を調べる過程で空家条例の存在について知ることになるものと想定される。
4　まとめ
　本稿では，空家に関わる住民の意識について調査・分析を行った。特に，自治体の空家対策につい
て住民の意識を調査した点が，本稿の特徴である。
　まず，国や自治体調査による空家率が公表されており，その数値は政策的なトピックになっている
が，その水準がどのような意味を持つかについての明確な基準はない。例えば，空家率が30％を超
えれば明らかに危険だと感じるが，10％未満であれば大丈夫だと言えるのだろうか。空家率の水準
をどう評価するかについては地価や犯罪率等の様々な観点と紐づけられるが，本稿では住民の空家の
認知度という観点から評価を試みた。なぜなら，空家の存在は住民の不安や嫌悪を喚起させ，住民の
居住満足度に大きな影響を与える要因になるからである。そして，空家の存在を認知する人が増え，
かつ危険（迷惑）に感じる住民が多くなれば，行政にその対処が求められることになる。
　本稿の検証では4地区が対象のため，あくまで推測レベルではあるが，自治体が認定した空家率と
住民の空家認知度はかなり高い相関があると考えられる。特に，空家率2～ 3％でも住民の半数以上
は空家の存在を認知しており，危険（迷惑）な空家を意識する住民は空家率より2～ 3倍以上は存在
している。国や自治体が判定した空家率を大きく超える住民が空家の存在を認知しており，行政とし
ては空家率を政策的数値として注視する必要があり，空家率を増加させないよう対策を採らねばなら
ない。
　そして，行政の空家対策の一環として，本稿では空家の適切な管理に関する条例に焦点を当て，住
民の認知度を調査し，その属性分析を行った。計量的な分析結果より，空家の存在を認知している人
ほど，さらに，空家の危険性（迷惑度）が高まるほど，空家条例の認知度が高くなることが判明した。
すなわち，困った空家に対し，自治体による対処への期待として住民の認知度が高まっていると考え
られる。今後，空家率は上昇すると予測されているが，それに伴い住民の空家の認知度が高まり，そ
の結果自治体の対処について要望が高まることが予測される。その時，自治体が空家に対してどのよ
うな対処を施すのか，住民への説明が問われてくるだろう。
14）　t検定の帰無仮説は「推計値がゼロと見なされる」である。1％水準とは帰無仮説が採択される確率を表し，
99％以上の確率で帰無仮説が棄却される（推計値がゼロと見なされる確率は1％未満である）ことを意味する。
通常，帰無仮説が採択される確率は1％・5％・10％の3つの水準で評価され，1％水準が1番推計値の信頼
性が高い。
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名古屋学院大学論集
　それでは，自治体は空家に対してどのように対処すべきだろうか。空家に関する先行研究では，空
家の利活用の様々な事例が紹介されているが，ここでは飯島（2016）を参照し，既存住宅市場の理
論モデルから空家が発生するメカニズムを整理することで，自治体が採るべき行動について考えてみ
たい。
　まず，通常の経済モデルでは，需要者と供給者で市場（マーケット）が成立し，価格が上昇すれば
需要量は減少し，一方で供給量は増加する。このように完全競争市場では，価格が市場を調整するシ
グナルとなる。しかし，日本の既存住宅市場では，供給側は住宅の売却益を目的として売りに出すこ
とは考えにくいため，ある一定期間は価格に反応せず供給量は一定量に近い 15）。さらに，住宅所有者
は住宅に対する思い入れや片付けの労力（または更地化コスト）から，一定水準以下の安価で供給を
しようとは思わない。一方，需要側は，通常の財・サービスに対して安価であれば，選好の非飽和性
から買っておいて損はないと需要を増やすが，住宅の場合，固定資産税や維持・管理等の保有コスト
が発生するため，安価でも住宅を買っておこうとは思わない（迷惑財化になる）。すなわち，既存住
宅に対する供給側と需要側の評価には乖離が生じており，供給側では一定水準以下の価格下落の余地
がないこと，また，需要側では保有コストから価格の下落に対しても需要が増えないことで空家が固
定化することになる。このような日本の既存住宅市場のゆがみを念頭に置き，空家の解消に取り組む
ことが必要となる。
　その上で，飯島（2016）は空家の解消に向け，以下2点の条件を提示している。まず1点目は，空
家所有者に対し，住宅の思い入れや処分コストを緩和するように働きかけることである。例えば，日
進市の空家対策の一環である協力事業者登録制度は，空家所有者に信頼できる業者の情報を随時提供
することで，空家所有者の処分コストを緩和する政策だと言える。また，思い入れや処分コストを反
映し高評価になっている所有者の空家に対する価値を下げる働きかけも必要である。特に，売買市場
で取引が難しい空家については，無償に近い形で市場に供給することが望ましい。空家バンクの取引
事例や空家の利活用の成功事例を積極的に広報し，空家が地域の役に立つという住民の共有認識を持
つことで，空家所有者に供給するインセンティブを持たせることが必要である。
　そして2点目は，需要側への働きかけである。例えば，日進市の空家バンク関連補助金は主に空家
需要者に対する政策である。但し，経済学での完全競争市場における厚生分析では，補助金政策によ
る需要の余剰拡大よりも補助金支出額が上回り，経済全体の厚生はむしろ悪化する場合があることが
示されている。従って，補助金政策による空家の減少に付随した外部不経済の緩和による追加的な需
要拡大が起こらなければ，金銭的な補助政策は経済学的には効果を成したとは言えない。補助金効果
により空家が減少する以上に，その地域に住みたいと思わせる需要者側への働きかけが必要である。
自治体が空家対策に積極的に取り組んでいることをアピールし，その地域に住むことについて安心感
が持てることが重要である。
　但し，住宅の私有財産権の強い日本では，行政のみで空家の減少に取り組むには限界がある。自治
15）　ここでは，既存住宅の供給者は一般の住宅所有者（一般消費者）のみを想定している（買取再販業者等の事
業者は想定していない）。
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体が常日頃パトロールし，空家の所在や発生を把握することは不可能であり，通常，住民からの相談・
苦情があり対応が始まる。しかし，その段階になった空家は，所有者の不在や不明，あるいは，放置
する所有者への説得が困難など対処が難しくなっている。早い段階から空家の所在を把握し，監視・
管理をするためには地域住民の協力が不可欠である。例えば，アメリカでは，住民の代表が地区内の
空家・空地を取得・管理運営し，当該地区の価値を高める活動を行う非営利団体が存在し，全米各地
で260団体を超え，そのネットワークが拡大している 16）。日本でも空家・空地を管理するNPO法人団
体や司法書士連合会等の民間を主体とする空家対策の活動も出始めているが，地域住民が主体となり
空家対策に取り組むことが重要であり，行政や民間が住民の活動をサポートできる形で空家対策が広
がることが望ましい。
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